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⑹ 適格請求書発行事業者の登録に係る経過措置（免税事業者の登録申請手続） 

 免税事業者が登録を受けるためには、原則として、消費税課税事業者選択届出書を提出し、

課税事業者となる必要がありますが、令和５年 10 月１日から令和 11 年９月 30 日までの日

の属する課税期間中に登録を受ける場合には、消費税課税事業者選択届出書を提出しなくても、

登録申請書を提出すれば登録を受けることができ、免税事業者が当該課税期間中に登録を受け

ることとなった場合には、登録日（令和５年 10 月１日より前に登録の通知を受けた場合であ

っても、登録の効力は登録日から生じることとなります。）から課税事業者となる経過措置が設

けられています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

 

 

          

   

免税事業者 免税事業者 

適格請求書 

発行事業者 

（課税事業者） 

適格請求書発行事業者 

（課税事業者） 

 

令和６年分 令和５年分 令和４年分 

登録日 
(令和５年 10 月１日) 

登録申請書提出 
(令和５年３月 31 日まで) 

※消費税課税事業者選択届出書
の提出は不要です。 

課税期間の中途である登録日から課税事業者となり、

令和５年 10 月１日以後の課税資産の譲渡等及び特定

課税仕入れについて、消費税の納税義務が生じます。 

（例）免税事業者である個人事業者が令和５年 10 月１日に登録を受けるため、令和５年３月

31 日までに登録申請書を提出し、令和５年 10 月１日に登録を受けた場合 

その課税期間の基準期間における課税売上高が 1,000 万円以下の事業者は、原則として、

消費税の納税義務が免除され、免税事業者となります。 

しかしながら、適格請求書発行事業者は、その基準期間における課税売上高が 1,000 万円

以下となった場合でも、登録の効力が失われない限り、免税事業者となりません。 

 

留意点 
■ 適格請求書発行事業者の登録を受けている事業者において、翌課税期間の基準

期間における課税売上高が 1,000 万円以下となった場合の納税義務 

 

もっと詳しく 

上記（６）の経過措置の適用を受けた場合、登録を受けた日から２年を経過する日の属する課

税期間の末日までは、免税事業者となることはできない（登録を受けた日が令和５年 10 月１日

の属する課税期間である場合を除きます。）ため、登録取消届出書を提出し、登録の効力が失われ

ても、基準期間の課税売上高にかかわらず、課税事業者として消費税の申告が必要となります。 

■　上記（６）の経過措置の適用を受けた場合の納税義務について

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 簡易課税制度のしくみや手続については「消費税のあらまし」（国税庁ホームページ）等をご覧ください。  

 

 

 

 

 

          

   

免税事業者 免税事業者 

適格請求書 

発行事業者 

（課税事業者） 

適格請求書発行事業者 

（課税事業者） 

 

令和６年分 令和５年分 令和４年分 

登録日 
(令和５年 10 月１日) 

「消費税簡易課税制度選択届出書」※ 提出 
(令和５年 12 月 31 日まで) 

※令和５年分から適用する旨を記載 

提出期間 

消費税額 課税売上げに係る消費税額※ 

（売上税額） 

課税仕入れ等に係る消費税額※ 

（仕入税額） 
＝ － 

課税売上げに係る消費税額※ 

（売上税額） × みなし仕入率 
※ 消費税額は税率ごとに区分して

計算する必要があります。 

簡易課税制度は、その課税期間の基準期間の課税売上高が 5,000 万円以下であり、原則とし

て、適用を受けようとする課税期間の初日の前日までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を提

出している場合に適用することができます（簡易課税制度の選択は任意です。）。 

ただし、免税事業者が令和５年 10 月１日から令和 11 年９月 30 日までの日の属する課税期

間に適格請求書発行事業者の登録を受け、登録を受けた日から課税事業者となる場合、その課税

期間から簡易課税制度の適用を受ける旨を記載した消費税簡易課税制度選択届出書をその課税期

間中に提出すれば、その課税期間から簡易課税制度を適用することができます。 

 
課税期間の末日が土・日曜日・祝日等に当たる場合でも、消費税簡易課税制度選択届出書の提出

期間は延長されません（適用しようとする課税期間の末日までに提出する必要があります。）。 

簡易課税制度を選択する場合の届出書の提出時期の特例 

注 意 

《参考》簡易課税制度による消費税額の計算 

簡易課税制度では、課税仕入れ等に係る消費税額は課税売上げに係る消費税額にみなし仕入率

を乗じて算出します。そのため、実額による仕入税額の計算や課税仕入れ等に係る適格請求書等

の保存が不要となり、事務負担の軽減を図ることができます。 

（例）免税事業者である個人事業者が令和５年 10 月 1 日から登録を受けた場合で、令和５年分の

申告において簡易課税制度の適用を受けるとき 

 

事業区分 該当する事業 みなし仕入率 

第一種事業 卸売業 90％ 

第二種事業 小売業、農林漁業（飲食料品の譲渡に係る事業） 80％ 

第三種事業 農林漁業（飲食料品の譲渡に係る事業を除きます。）、鉱業、建設業、製造業（製造

小売業を含みます。）、電気業、ガス業、熱供給業及び水道業 

70％ 

第四種事業 他の事業区分以外の事業（飲食店業等） 60％ 

第五種事業 運輸通信業、金融業及び保険業、サービス業（飲食店業に該当する事業を除きます。） 50％ 

第六種事業 不動産業 40％ 

 

簡易課税制度の適用 
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